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(57)【要約】
【課題】硬化物の導電性及び耐溶剤性が高い電子線硬化性組成物を提供する。
【解決手段】３官能以上の多官能ビニル系化合物と、脂環族及び／又は芳香族骨格を有す
る単官能及び／又は２官能ビニル系化合物と、導電性フィラーとを組み合わせて電子線硬
化性組成物を調製する。前記単官能及び／又は２官能ビニル系化合物は、橋架け環式及び
／又はビスフェノール骨格を有する（メタ）アクリレートであってもよい。前記多官能ビ
ニル系化合物は、３～６官能（メタ）アクリレートであってもよい。前記導電性フィラー
は、導電性カーボンブラックであってもよい。本発明の電子線硬化性組成物は、電子線を
照射して硬化物を製造するために用いられ、溶媒と接触して使用される用途に適している
。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　３官能以上の多官能ビニル系化合物と、脂環族及び／又は芳香族骨格を有する単官能及
び／又は２官能ビニル系化合物と、導電性フィラーとを含む電子線硬化性組成物。
【請求項２】
　単官能及び／又は２官能ビニル系化合物が、多環式脂環族及び／又はビスフェノール骨
格を有する２官能（メタ）アクリレートである請求項１記載の電子線硬化性組成物。
【請求項３】
　単官能及び／又は２官能ビニル系化合物が、橋架け環式脂環族骨格を有する２官能（メ
タ）アクリレートである請求項１又は２記載の電子線硬化性組成物。
【請求項４】
　多官能ビニル系化合物が、３～６官能（メタ）アクリレートである請求項１～３のいず
れかに記載の電子線硬化性組成物。
【請求項５】
　導電性フィラーが、導電性カーボンブラックである請求項１～４のいずれかに記載の電
子線硬化性組成物。
【請求項６】
　導電性フィラーの割合が、多官能ビニル系化合物と単官能及び／又は２官能ビニル系化
合物との総量１００重量部に対して５～５０重量部である請求項１～５のいずれかに記載
の電子線硬化性組成物。
【請求項７】
　単官能及び／又は２官能ビニル系化合物の割合が、多官能ビニル系化合物１００重量部
に対して１０～１００重量部である請求項１～６のいずれかに記載の電子線硬化性組成物
。
【請求項８】
　多官能ビニル系化合物が、アミンで変性されていない請求項１～７のいずれかに記載の
電子線硬化性組成物。
【請求項９】
　重合開始剤を実質的に含有しない請求項１～８のいずれかに記載の電子線硬化性組成物
。
【請求項１０】
　イソシアネート基及び／又はウレタン結合を有する化合物を実質的に含有しない請求項
１～９のいずれかに記載の電子線硬化性組成物。
【請求項１１】
　ポリフェニレンオキシド系樹脂を実質的に含有しない請求項１～１０のいずれかに記載
の電子線硬化性組成物。
【請求項１２】
　溶媒と接触して使用される硬化物を形成するための請求項１～１１のいずれかに記載の
電子線硬化性組成物。
【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれかに記載の電子線硬化性組成物に電子線を照射して硬化物を製
造する方法。
【請求項１４】
　請求項１３記載の方法で得られた硬化物。
【請求項１５】
　ウレタン結合を実質的に含有していない請求項１４記載の硬化物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電性、熱伝導性、耐溶剤性を要求される用途に利用される電子線硬化性組
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成物及びその硬化物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体ウエハーの保存容器、ガソリンタンク、電子・電気機器や半導体製造工場におけ
る床材や壁材などの材料には、帯電防止などの点から要求される導電性や熱伝導性に加え
て、使用時に有機溶媒と接触するため、耐溶剤性も要求される。従来から、これらの用途
に利用される材料としては、導電性フィラーとバインダー樹脂との組み合わせが広く利用
されているが、耐溶剤性を向上させる点から、バインダー樹脂として硬化樹脂が使用され
ている。
【０００３】
　特開昭６０－６０１６６号公報（特許文献１）には、分子内に２個以上の（メタ）アク
リロイル基を有する（メタ）アクリルオリゴマーの１種以上を主成分とする塗料バインダ
ー、及び酸化スズを主成分とする粒径０．２μｍ以下の導電性粉末を含有する導電性塗料
組成物が開示されている。この文献には、（メタ）アクリレートオリゴマーがウレタン結
合を有することにより塗膜の硬度及び耐擦過傷性を向上できると記載されている。さらに
、前記組成物を光硬化もしくは放射線硬化により架橋することにより塗膜の耐擦過傷性及
び硬度を向上できると記載され、具体的には、イソシアネート化合物及び光増感剤を含む
組成物を紫外線照射して硬化物を形成している。
【０００４】
　しかし、この組成物では、ウレタン結合を有するため、耐溶剤性が充分でなく、溶媒（
特に極性の有機溶媒）を用いると、塗膜が膨潤してフィラー間に歪みが発生し、導電性が
低下する。また、紫外線硬化であるため、紫外線吸収能を有するフィラー（カーボンブラ
ックなど）では硬化が充分に進行せず、導電性フィラーの使用が制限される。また、酸化
スズを用いるため、紫外線の吸収は抑制されているが、光の散乱を抑制するために、粒径
を制御する必要がある。さらに、光増感剤などの重合触媒や開始剤が必要となる。
【０００５】
　特開昭６３－３３４７０号公報（特許文献２）には、ポリフェニレンオキシド並びに架
橋性ポリマー及び／又は架橋性モノマーを含み、導電性フィラーが分散されている導電性
樹脂組成物が開示されている。この文献では、放射線架橋についても記載されているが、
具体的には、イソシアネート化合物及び開始剤を含む組成物を加熱硬化している。
【０００６】
　しかし、この組成物でも、熱可塑性樹脂を含み、かつウレタン結合を有するため、耐溶
剤性が低い。さらに、硬化において開始剤が必要である。
【０００７】
　一方、開始剤を用いることなく、硬化可能な組成物として、電子線硬化性組成物も提案
されており、例えば、特開２０００－８６７２８号公報（特許文献３）には、３～１２個
の（メタ）アクリロイル基を有し、かつ分子量が５００未満の（メタ）アクリレート化合
物に、１級又は２級アミンを付加させたアミン変性（メタ）アクリレート化合物（Ａ）と
、エチレンオキシドなどの水素を引き抜き易い骨格を有する重合性不飽和化合物（Ｂ）を
含む電子線硬化性組成物が開示されている。この文献では、アミン変性させた（メタ）ア
クリレート化合物を用いて、電子線硬化における酸素阻害を防止している。
【０００８】
　しかし、この文献には、フィラーに関しては、硬化物性、粘度調節、コストダウンのた
めに添加する任意の添加剤の一例として記載されているにすぎない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開昭６０－６０１６６号公報（特許請求の範囲、実施例）
【特許文献２】特開昭６３－３３４７０号公報（特許請求の範囲、実施例）
【特許文献３】特開２０００－８６７２８号公報（特許請求の範囲、段落［００２０］［
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００２１］［００４１］、実施例）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　従って、本発明の目的は、硬化物の導電性及び耐溶剤性が高い電子線硬化性組成物並び
にこの組成物を用いた硬化物の製造方法及び硬化物を提供することにある。
【００１１】
　本発明の他の目的は、硬化物を極性の有機溶媒と長期間に亘り接触しても、膨潤などが
抑制され、高い導電性を保持できる電子線硬化性組成物並びにこの組成物を用いた硬化物
の製造方法及び硬化物を提供することにある。
【００１２】
　本発明のさらに他の目的は、導電性フィラーの種類を限定することなく、硬化物の耐溶
剤性、導電性及び硬度を向上できる電子線硬化性組成物並びにこの組成物を用いた硬化物
の製造方法及び硬化物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、前記課題を達成するため鋭意検討した結果、３官能以上の多官能ビニル
系化合物と、脂環族及び／又は芳香族骨格を有する単官能及び／又は２官能ビニル系化合
物と、導電性フィラーとを組み合わせて電子線で硬化させると、硬化物の導電性及び耐溶
剤性を向上できることを見出し、本発明を完成した。
【００１４】
　すなわち、本発明の電子線硬化性組成物は、３官能以上の多官能ビニル系化合物と、脂
環族及び／又は芳香族骨格を有する単官能及び／又は２官能ビニル系化合物と、導電性フ
ィラーとを含む。前記単官能及び／又は２官能ビニル系化合物は、多環式脂環族及び／又
はビスフェノール骨格を有する（メタ）アクリレート（特に、２環～４環Ｃ８－１２橋架
け環式脂環族骨格を有する２官能（メタ）アクリレート）であってもよい。前記多官能ビ
ニル系化合物は、３～６官能（メタ）アクリレートであってもよい。前記導電性フィラー
は、導電性カーボンブラックであってもよい。前記導電性フィラーの割合は、多官能ビニ
ル系化合物と単官能及び／又は２官能ビニル系化合物との総量１００重量部に対して５～
５０重量部程度であってもよい。前記単官能及び／又は２官能ビニル系化合物の割合は、
前記多官能ビニル系化合物１００重量部に対して１０～１００重量部程度であってもよい
。前記多官能ビニル系化合物は、アミンで変性されていない多官能ビニル系化合物であっ
てもよい。本発明の電子線硬化性組成物は、重合開始剤を実質的に含有しない組成物であ
ってもよい。また、本発明の電子線硬化性組成物は、イソシアネート基及び／又はウレタ
ン結合を有する化合物を実質的に含有しない組成物であってもよい。さらに、本発明の電
子線硬化性組成物は、ポリフェニレンオキシド系樹脂を実質的に含有しない組成物であっ
てもよい。本発明の電子線硬化性組成物は、溶媒と接触して使用される硬化物を形成する
ための用途に適している。
【００１５】
　本発明には、前記電子線硬化性組成物に電子線を照射して硬化物を製造する方法も含ま
れる。さらに、本発明には、この方法で得られた硬化物も含まれる。本発明の硬化物は、
ウレタン結合を実質的に含有していない硬化物であってもよい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明では、３官能以上の多官能ビニル系化合物と、脂環族及び／又は芳香族骨格を有
する単官能及び／又は２官能ビニル系化合物と、導電性フィラーとを組み合わせて、電子
線で硬化させることにより、硬化物の導電性及び耐溶剤性を向上できる。また、硬化物を
極性の有機溶媒と長期間に亘り接触しても、膨潤などが抑制され、高い導電性を保持でき
る。さらに、導電性フィラーの種類を限定することなく、硬化物の耐溶剤性、導電性及び
硬度を向上できる。
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【発明を実施するための形態】
【００１７】
　［電子線硬化性組成物］
　本発明の電子線硬化性組成物は、３官能以上の多官能ビニル系化合物と、脂環族及び／
又は芳香族骨格を有する単官能及び／又は２官能ビニル系化合物と、導電性フィラーとを
含む。
【００１８】
　（多官能ビニル系化合物）
　多官能ビニル系化合物としては、分子内に３以上（例えば、３～８程度）の重合性基を
有していればよく、具体的には、３以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能（メタ
）アクリレートが汎用される。
【００１９】
　多官能（メタ）アクリレートとしては、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエス
テル化物、例えば、グリセリントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ
（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリス
リトールトリ（メタ）アクリレート；ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレ
ート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート；ジペンタエリスリトールペン
タ（メタ）アクリレート；ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートなどが挙
げられる。さらに、これらの多官能（メタ）アクリレートにおいて、多価アルコールは、
アルキレンオキシド（例えば、エチレンオキシドやプロピレンオキシドなどのＣ２－４ア
ルキレンオキシド）の付加体であってもよい。アルキレンオキシドの平均付加モル数は、
例えば、０～３０モル（特に１～１０モル）程度の範囲から選択できる。これらの多官能
（メタ）アクリレートは、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００２０】
　これらの多官能ビニル系化合物のうち、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレ
ート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（
メタ）アクリレートなどの３～６官能（メタ）アクリレートが好ましく、ペンタエリスリ
トールトリ（メタ）アクリレートなどの３～４官能（メタ）アクリレートが汎用される。
さらに、多官能ビニル系化合物は、アミンで変性されていない多官能ビニル化合物（マイ
ケル付加などによりアミン類が付加していない多官能ビニル化合物）が好ましい。
【００２１】
　（単官能及び／又は２官能ビニル系化合物）
　単官能及び／又は２官能ビニル系化合物としては、分子内に１又は２つの重合性基を有
するとともに、脂環族及び／又は芳香族骨格を有していればよく、具体的には、１又は２
つの（メタ）アクリロイル基を有する単官能又は２官能（メタ）アクリレート、スチレン
やジビニルベンゼンなどの芳香族ビニル化合物などが汎用される。
【００２２】
　脂環族及び／又は芳香族骨格を有する単官能（メタ）アクリレートとしては、例えば、
シクロヘキシル（メタ）アクリレートなどのシクロアルキル（メタ）アクリレート；ジシ
クロペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、ジシ
クロペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレート、ボルニル（メタ）アクリレート、イ
ソボルニル（メタ）アクリレート、トリシクロデカニル（メタ）アクリレートなどの橋架
け環式（メタ）アクリレート；フェニル（メタ）アクリレート、ノニルフェニル（メタ）
アクリレートなどのアリール（メタ）アクリレート；ベンジル（メタ）アクリレートなど
のアラルキル（メタ）アクリレート；フェノキシエチル（メタ）アクリレートなどのアリ
ールオキシアルキル（メタ）アクリレート；フェニルカルビトール（メタ）アクリレート
、ノニルフェニルカルビトール（メタ）アクリレート、ノニルフェノキシポリエチレング
リコール（メタ）アクリレートなどのアリールオキシ（ポリ）アルコキシアルキル（メタ
）アクリレート；フェノキシヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートなどのアリールオ
キシヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。これらの単官能（メタ
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）アクリレートは、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００２３】
　脂環族及び／又は芳香族骨格を有する２官能（メタ）アクリレートとしては、例えば、
トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）アクリレート、アダマンタンジ（メタ）アクリ
レートなどの２～４環Ｃ６－２０（特にＣ８－１２）橋架け環式ジ（メタ）アクリレート
；２，２－ビス（４－（メタ）アクリロイルオキシエトキシフェニル）プロパン、２，２
－ビス（４－（メタ）アクリロイルオキシプロポキシフェニル）プロパン、２，２－ビス
（４－（メタ）アクリロキシジエトキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－（メタ
）アクリロイルオキシポリエトキシフェニル）プロパンなどのビスフェノール類（ビスフ
ェノールＡ、Ｓなど）－Ｃ２－４アルキレンオキシド付加体［アルキレンオキシドの平均
付加モル数０～３０モル（特に１～１０モル）程度］のジ（メタ）アクリレート；オリゴ
マー［ビスフェノールＡ型エポキシ（メタ）アクリレート、ノボラック型エポキシ（メタ
）アクリレートなどの芳香族エポキシ（メタ）アクリレートなど］などが挙げられる。こ
れらの２官能（メタ）アクリレートは、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００２４】
　これらの単官能及び２官能ビニル系化合物のうち、硬化物の耐溶剤性及び強度が高い点
から、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）アクリレート、アダマンタンジ（メタ）
アクリレートなどの多環式脂環族骨格を有するジ（メタ）アクリレート、２，２－ビス（
４－（メタ）アクリロイルオキシエトキシフェニル）プロパン、ビスフェノールＡ型エポ
キシ（メタ）アクリレートなどのビスフェノール骨格を有するジ（メタ）アクリレートが
好ましく、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）アクリレートなどの橋架け環式脂環
族骨格を有するジ（メタ）アクリレートが特に好ましい。
【００２５】
　単官能及び／又は２官能ビニル系化合物の割合は、前記多官能ビニル系化合物１００重
量部に対して１～２００重量部程度の範囲から選択でき、例えば、５～１５０重量部、好
ましくは１０～１００重量部（例えば、１０～８０重量部）、さらに好ましくは１５～５
０重量部（特に２０～３０重量部）程度である。
【００２６】
　（導電性フィラー）
　導電性フィラーとしては、例えば、炭素材（例えば、人造黒鉛、膨張黒鉛、天然黒鉛、
コークス、導電性カーボンブラックなど）、金属単体又は合金（例えば、鉄、銅、マグネ
シウム、アルミニウム、金、白金、亜鉛、マンガン、ステンレスなど）、セラミックス類
（例えば、フェライト、トルマリン、珪藻土など）などが挙げられる。これらの導電性フ
ィラーは、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００２７】
　導電性フィラーの形状は、例えば、粒子状（粉末状）、板状（又は鱗片状）、繊維状、
不定形状などが挙げられる。これらの形状のうち、略球状や多角体状などの粒子状が汎用
される。
【００２８】
　導電性フィラーの平均粒径は、１０ｎｍ～１０μｍ程度の範囲から適宜選択できるが、
硬化物の機械的特性や導電性などの点から、例えば、１０～５００ｎｍ、好ましくは２０
～３００ｎｍ、さらに好ましくは３０～１００ｎｍ（特に４０～８０ｎｍ）程度である。
【００２９】
　本発明では、このような平均粒径を有し、かつ導電性に優れる粒子状導電性フィラーと
して、導電性カーボンブラックを好ましく使用できる。
【００３０】
　導電性カーボンブラックとしては、例えば、ファーネスブラック、チャンネルブラック
、ガスブラック、アセチレンブラック、アークブラック、ケッチェンブラックなどが例示
できる。これらの導電性カーボンブラックのうち、導電性などの点から、ファーネスブラ
ック、ケッチェンブラック、アセチレンブラックなどが好ましい。さらに、これらの導電
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性カーボンブラックを組合せた導電性複合カーボンブラックでもよい。
【００３１】
　導電性カーボンブラックのＤＢＰ（ジブチルフタレート）吸油量（Ａ法）は、用途に応
じて、１０～１０００ｃｍ３／１００ｇ（例えば、３０～５００ｃｍ３／１００ｇ）程度
の範囲から選択でき、窒素吸着ＢＥＴ比表面積は５～１０００ｍ２／ｇ（例えば、１０～
３００ｍ２／ｇ）程度の範囲から選択できる。
【００３２】
　導電性フィラーの割合は、多官能ビニル系化合物と単官能及び／又は２官能ビニル系化
合物との総量１００重量部に対して１～１００重量部程度の範囲から選択でき、例えば、
３～８０重量部、好ましくは５～５０重量部、さらに好ましくは１０～４０重量部（特に
１５～３５重量部）程度である。
【００３３】
　（他の添加剤）
　本発明の電子線硬化性組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、他のビニル系化
合物を含んでいてもよい。他のビニル系化合物には、単官能ビニル系化合物、２官能ビニ
ル系化合物などが含まれる。
【００３４】
　他の単官能ビニル系化合物としては、例えば、（メタ）アクリル酸；メチル（メタ）ア
クリレートやエチル（メタ）アクリレートなどのＣ１－２４アルキル（メタ）アクリレー
ト；ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートやヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート
、ヒドロキシブチル（メタ）アクリレートなどのヒドロキシＣ２－１０アルキル（メタ）
アクリレート又はＣ２－１０アルカンジオールモノ（メタ）アクリレート；トリフルオロ
エチル（メタ）アクリレートなどのフルオロＣ１－１０アルキル（メタ）アクリレート；
メトキシエチル（メタ）アクリレートなどのアルコキシアルキル（メタ）アクリレート；
ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレートなどのポリアルキレングリコールモノ
（メタ）アクリレート；グリセリンモノ（メタ）アクリレートなどのアルカンポリオール
モノ（メタ）アクリレート；２－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレートなどのアミ
ノ基を有する（メタ）アクリレート；グリシジル（メタ）アクリレート；ビニルピロリド
ンなどが挙げられる。
【００３５】
　他の２官能ビニル系化合物としては、例えば、アリル（メタ）アクリレート；エチレン
グリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレートなど
のアルカンジオールジ（メタ）アクリレート；グリセリンジ（メタ）アクリレートなどの
アルカンポリオールジ（メタ）アクリレート；ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メ
タ）アクリレートなどのポリアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート；脂肪酸変性
ペンタエリスリトールなどの酸変性アルカンポリオールのジ（メタ）アクリレート；ポリ
エステル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
【００３６】
　他のビニル系化合物の割合は、多官能ビニル系化合物と単官能及び／又は２官能ビニル
系化合物との総量１００重量部に対して１００重量部以下であってもよく、例えば、５０
重量部以下、好ましくは３０重量部以下、さらに好ましくは１０重量部以下（例えば、０
．１～１０重量部程度）であってもよい。
【００３７】
　本発明の電子線硬化性組成物は有機溶媒を含んでいてもよい。有機溶媒としては、例え
ば、ケトン類（アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサ
ノンなど）、エーテル類（ジオキサン、テトラヒドロフランなど）、脂肪族炭化水素類（
ヘキサンなど）、脂環式炭化水素類（シクロヘキサンなど）、芳香族炭化水素類（ベンゼ
ン、トルエン、キシレンなど）、ハロゲン化炭素類（ジクロロメタン、ジクロロエタンな
ど）、エステル類（酢酸メチル、酢酸エチルなど）、水、アルコール類（エタノール、イ
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ソプロパノール、ブタノール、シクロヘキサノールなど）、セロソルブ類（メチルセロソ
ルブ、エチルセロソルブなど）、セロソルブアセテート類、アミド類（ジメチルホルムア
ミド、ジメチルアセトアミドなど）などが挙げられる。これらの有機溶媒は、単独で又は
二種以上組み合わせて使用できる。これらの有機溶媒のうち、メチルエチルケトンなどの
ケトン類、トルエンなどの芳香族炭化水素などが汎用される。なお、塗布性などの特性を
改良する目的を兼ねて、スチレンなどの単官能ビニル系化合物や、（メタ）アクリル酸な
どの前記他のビニル系化合物を反応性希釈剤として使用してもよい。
【００３８】
　溶媒の割合は、多官能ビニル系化合物と単官能及び／又は２官能ビニル系化合物との総
量１００重量部に対して１０～１０００重量部程度の範囲から選択でき、例えば、５０～
５００重量部、好ましくは８０～３００重量部、さらに好ましくは１００～２００重量部
（特に１２０～１８０重量部）程度である。
【００３９】
　本発明の電子線硬化性組成物は、さらに慣用の添加剤、例えば、安定化剤（酸化防止剤
、紫外線吸収剤、耐光安定剤、熱安定化剤など）、結晶核剤、難燃剤、難燃助剤、充填剤
、可塑剤、耐衝撃改良剤、補強剤、分散剤、帯電防止剤、発泡剤、抗菌剤などを含んでい
てもよい。これらの添加剤は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００４０】
　但し、本発明の電子線硬化性組成物は、電子線で硬化されるため、重合開始剤（例えば
、光重合開始剤、光増感剤、熱重合開始剤など）を実質的に含有していない。また、イソ
シアネート基及び／又はウレタン結合を有する化合物（ウレタン（メタ）アクリレート、
ポリイソシアネート類など）を実質的に含有していない。そのため、硬化物は、耐溶剤に
優れている。さらに、本発明の電子線硬化性組成物は、耐溶剤性の点から、樹脂成分とし
て、熱可塑性樹脂（特に、ポリフェニレンオキシド系樹脂）を実質的に含有しないのが好
ましい。
【００４１】
　［電子線硬化物及びその製造方法］
　本発明の電子線硬化物は、前記電子線硬化性組成物に電子線（ＥＢ）を照射して得られ
る。詳しくは、基材の上に液状の電子線硬化性組成物を塗布する塗布工程、塗布された前
記硬化性組成物に電子線を照射して硬化する硬化工程を経て製造される。
【００４２】
　硬化性組成物の塗布方法としては、慣用の方法、例えば、ロールコーター、エアナイフ
コーター、ブレードコーター、ロッドコーター、リバースコーター、バーコーター、コン
マコーター、ディップ・スクイズコーター、ダイコーター、グラビアコーター、マイクロ
グラビアコーター、シルクスクリーンコーター法、ディップ法、スプレー法、スピナー法
などが挙げられる。これらの方法のうち、バーコーター法やグラビアコーター法などが汎
用される。なお、必要であれば、塗布液は複数回に亘り塗布してもよい。
【００４３】
　硬化性組成物が有機溶媒を含有する場合など、塗布後は、必要に応じて乾燥を行っても
よい。乾燥は、例えば、３０～１５０℃、好ましくは４０～１００℃、さらに好ましくは
５０～７０℃程度の温度で行ってもよい。
【００４４】
　硬化工程において、硬化性組成物に電子線を照射する方法は、電子線照射装置などの露
光源によって電子線を照射する方法などが利用できる。照射量(線量)は、塗膜の厚みによ
り異なるが、例えば、１～２００ｋＧｙ（グレイ）、好ましくは１０～１８０ｋＧｙ、さ
らに好ましくは３０～１５０ｋＧｙ（特に５０～１２０ｋＧｙ）程度である。加速電圧は
、例えば、１０～１０００ｋＶ、好ましくは５０～５００ｋＶ、さらに好ましくは１００
～３００ｋＶ程度である。
【００４５】
　なお、電子線の照射は、必要であれば、不活性ガス（例えば、窒素ガス、アルゴンガス
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、ヘリウムガスなど）雰囲気中で行ってもよい。
【００４６】
　本発明の電子線硬化物は、導電性に優れ、体積抵抗率が１０５Ω・ｃｍ以下であっても
よく、例えば、１０４Ω・ｃｍ以下、好ましくは１０３Ω・ｃｍ以下、さらに好ましくは
１０２Ω・ｃｍ以下（特に１０Ω・ｃｍ以下）であってもよい。
【００４７】
　本発明の電子線硬化物は、耐溶剤性の点から、ウレタン結合を実質的に含有していない
のが好ましい。
【００４８】
　本発明の電子線硬化物は、基材シートとの積層体であってもよく、例えば、基材シート
の一方の面に本発明の電子線硬化物で構成された層が形成された積層体、基材フィルムの
両面に本発明の電子線硬化物で構成された層が形成された積層体などであってもよい。前
記基材シートは、ガラス、セラミック、金属、プラスチックなどで構成されていてもよい
が、硬化物との密着性などの点から、プラスチックが好ましい。プラスチックとしては、
例えば、オレフィン系樹脂（ポリエチレン、ポリプロピレン、非晶質ポリオレフィンなど
）、スチレン系樹脂（ポリスチレン、アクリロニトリル－スチレン共重合体など）、ポリ
エステル系樹脂（ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチ
レンナフタレートなどのポリアルキレンアリレート系樹脂、ポリアリレート系樹脂、液晶
性ポリエステルなど）、ポリアミド系樹脂（ポリアミド６、ポリアミド６６、ポリアミド
１２など）、塩化ビニル系樹脂（ポリ塩化ビニルなど）、ポリカーボネート系樹脂（ビス
フェノールＡ型ポリカーボネートなど）、ポリビニルアルコール系樹脂、セルロースエス
テル系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリスルホン系樹脂、ポリフェニレンエーテル系樹脂、
ポリフェニレンスルフイド系樹脂、フッ素樹脂などが挙げられる。これらのうち、耐熱性
などに優れる点から、ポリプロピレンなどのポリプロピレン系樹脂、ポリアミド系樹脂、
ポリエステル系樹脂などが好ましい。さらに、プラスチックには、前記導電性フィラーを
含有していてもよい。
【００４９】
　積層体において、本発明の電子線硬化物で構成された層（硬化物層）の厚みは、用途に
応じて選択できるが、例えば、１～１００μｍ、好ましくは２～５０μｍ、さらに好まし
くは３～３０μｍ程度である。基材シートの厚みは、例えば、１～３００μｍ、好ましく
は１０～２００μｍ、さらに好ましくは２０～１５０μｍ程度である。両者の比率は、例
えば、基材シート／硬化物層＝１０／１～１／１、好ましくは８／１～１／１、さらに好
ましくは５／１～１／１程度である。
【実施例】
【００５０】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
よって限定されるものではない。実施例及び参考例で用いた配合成分、実施例及び参考例
で得られた硬化物の耐溶剤性及び導電性の評価は、以下の方法で測定した。
【００５１】
　［耐溶剤性：溶媒浸漬試験］
　シャーレに溶媒１０ｍｌを入れ、硬化塗膜が積層されたガラス板をメチルエチルケトン
（ＭＥＫ）又はＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）中に浸漬し、２５℃で２４時間静
置後、下記式により溶媒浸漬前後の重量変化率を求めた。なお、この試験において、重量
変化量（％）が１．５％以下であれば耐溶剤性に優れることを示す。
【００５２】
　　重量変化率（％）＝｛［（溶媒浸漬後の塗膜重量）－（溶媒浸漬前の塗膜重量）］／
（溶媒浸漬前の塗膜重量）｝×１００
　［耐溶剤性：外観］
　ガラス板又は樹脂シート（ポリアクリルアミド、コロナ放電処理ポリプロピレン）上に
作製した硬化塗膜について、耐溶剤性試験終了時の塗膜の状態変化を目視で確認した。
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　　○：特に変化が認められない
　　△：ひび割れが認められた
　　×：剥離、あるいは膨潤が認められた。
【００５４】
　［耐溶剤性結果：総合評価］
　耐溶剤性結果の評価項目は、［耐溶剤性：溶媒浸漬試験］試験と［耐溶剤性：外観］試
験の双方を満足する塗膜を○、一方の試験で問題が生じた塗膜を△、双方の試験で問題が
生じた塗膜を×として評価した。
【００５５】
　［導電性］
　ＪＩＳ　Ｋ７１９４に従い、溶媒浸漬試験後の塗膜について、抵抗率測定装置（三菱化
学（株）製「Ｌｏｒｅｓｔａ－ＧＰ」）を用いて表面抵抗率を測定し、体積抵抗率を求め
た。
【００５６】
　［配合成分］
　３官能アクリレート：ペンタエリスリトールトリアクリレート、ダイセル・サイテック
（株）製「ＰＥＴＩＡ」
　脂環族２官能アクリレート：トリシクロデカンジアクリレート、ダイセル・サイテック
（株）製）「ＩＲＲ２１４Ｋ」
　芳香族２官能アクリレート１：ビスフェノールＡ型エポキシアクリレート、ダイセル・
サイテック（株）製「ＥＢＥＣＲＹＬ３７００」
　芳香族２官能アクリレート２：変性ビスフェノールＡジアクリレート、ダイセル・サイ
テック（株）製「ＥＢＥＣＲＹＬ１５０」
　２官能ウレタンアクリレート：脂肪族ウレタンアクリレート、ダイセル・サイテック（
株）製「ＥＢＥＣＲＹＬ２３０」
　光重合開始剤：ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、ＢＡＳＦジャパン（株）製
「Ｉｒｇａｃｕｒｅ１８４」
　カーボンブラック：導電性カーボンブラック、平均粒経５０ｎｍ、表面積３３ｍ２／ｇ
、東海カーボン（株）製「＃４３００」。
【００５７】
　［参考例１～５］
　まず、本発明の電子線硬化性組成物の硬化特性を、電子線照射による硬化物について評
価した。すなわち、１５０ｍｌの蓋付容器に、表１に示すように、アクリレートを秤量し
、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）及びトルエン（ＴＯＬ）の混合溶媒［ＭＥＫ／ＴＯＬ＝
５０／５０（重量比）］に溶解した。この溶液にカーボンブラックを添加し、自公転式混
合脱泡機（（株）シンキー製「ＡＲＥ－２５０」）で分散組成物を作製した。得られた組
成物を、４０ｍｍ×５０ｍｍのガラス板上にバーコーターにより約５０μｍの厚みに塗工
し、６０℃で乾燥した。乾燥後の組成物に、窒素雰囲気中で、加速電圧１５０ｋＶ、線量
１００ｋＧｙの電子線を照射し、硬化塗膜を作製した。硬化塗膜の評価結果を表１に示す
。
【００５８】
　［実施例１～８及び比較例１～３］
　参考例１～５のアクリレートについて、表２～３に示すように、アクリレートを組み合
わせて、参考例１～５と同様にして硬化塗膜を作製した。得られた硬化塗膜の評価結果を
表２～３に示す。
【００５９】
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【表１】

【００６０】
【表２】

【００６１】
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【表３】

【００６２】
　表１の参考例の結果から明らかな通り、脂環族２官能アクリレートを用いた場合には耐
溶剤性結果が良好である。また、表２の実施例１～３の結果から明らかな通り、脂環族２
官能アクリレートと３官能アクリレートを用いた場合には３官能アクリレートの量的割合
に関わらず耐溶剤性結果が良好である。実施例４～６と実施例７～８との対比から芳香族
２官能アクリレートを用いた場合には脂環族２官能アクリレートを用いた場合に比べ、溶
媒浸漬試験の結果が若干低下する。
【００６３】
　［実施例９～１６］
　上記の実施例、比較例のうち、耐溶剤性に優れていた３官能アクリレートと脂環族又は
芳香族２官能アクリレートとの組み合わせについて次の実験を行った。すなわち、１５０
ｍｌの蓋付容器に、表４に示すように、アクリレートを秤量し、メチルエチルケトン（Ｍ
ＥＫ）及びトルエン（ＴＯＬ）の混合溶媒［ＭＥＫ／ＴＯＬ＝５０／５０（重量比）］に
溶解した。この溶液にカーボンブラックを添加し、自公転式混合脱泡機（（株）シンキー
製「ＡＲＥ－２５０」）で分散組成物を作製した。得られた組成物を、４０ｍｍ×５０ｍ
ｍのガラス板上にバーコーターにより約５０μｍの厚みに塗工し、６０℃で乾燥した。乾
燥後の組成物に、窒素雰囲気中で、加速電圧１５０ｋＶ、線量１００ｋＧｙの電子線を照
射し、硬化塗膜を作製した。硬化塗膜の評価結果を表４に示す。
【００６４】
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【表４】

【００６５】
　表４の結果から明らかなように、実施例の電子線硬化物は、耐溶剤性及び導電性が高い
。
【産業上の利用可能性】
【００６６】
　本発明の電子線硬化性組成物は、導電性及び耐溶剤を要求される各種の分野に利用され
、溶媒と接触する用途、例えば、半導体ウエハーの保存容器、ガソリンタンク、電子・電
気機器や半導体製造工場における床材や壁材、各種の電池用部材などの材料として利用で
きる。
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